平成２９年度鶴岡市国民健康保険運営協議会
第３回　 会　 議 　録
Ⅰ．日  　時　　　平成２９年１２月２６日（火）　 １３：００～１３：５０
Ⅱ．場  　所　　　鶴岡市役所　３階　委員会室
Ⅲ．出席状況
	
	
	出 　　席
	欠 　席

	委　員
	 被保険者代表
	齋藤邦夫、榊原英樹、三浦英喜
	小池　貢、菅原　勝

	
	 保険医代表
	伊藤末志、福原晶子、佐久間正幸（13：07着席）、迎田　健、長井忠男
	

	
	 公益代表
	菅井　巌、田中　宏、黒井浩之、本間信一、佐藤博幸
	

	
	 被用者保険代表
	
	鈴木　修

	
	計
	 　 　　　　　　　　　　　　１３名
	      ３名

	市　側
	　山口副市長
　齋藤健康福祉部長
　 関係課長等

本　所　伊藤国保年金課長、五十嵐課税課長、三浦納税課長、
五十嵐健康課長

　 　 藤島庁舎　伊原市民福祉課長
　　　羽黒庁舎　押井市民福祉課長
　　　櫛引庁舎　天然市民福祉課長

　　　朝日庁舎　佐藤市民福祉課長
　　　温海庁舎　佐藤市民福祉課長

国保年金課職員（岡部課長補佐、菅原主査、本間専門員、渡部主事）
　　　

　　　　　　　　　　　計１５名　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　 　　　　


Ⅳ．議事概要

　　会議資料訂正
１．開　　会　　　　　進行：国保年金課長
２．会長あいさつ
委員紹介（前回欠席委員）： 国保年金課長
傍聴希望者あるため、お諮りする。

承認

傍聴者入室
３．会議録署名委員の指名

　　　　　　　会長より榊原英樹（被保険者代表）、伊藤末志（保険医代表）の両委員を指名
４．報告
　（1）山形県国民健康保険運営方針について
　（2）国保制度改革に係る今後のスケジュールについて
　　　一括説明
　　　国保年金課長より説明
　　▼質問・意見
なし
　（3）その他
　なし
５．協議
　（1）国民健康保険税の改定について
　　　国保年金課長・本間専門員より説明

　　▼質問・意見
　　菅井　巌委員（公益代表）
　　　　財政調整基金の取り扱いについて、適正な規模について示されていないが、納付金の１割程度の３億円を確保したいとのことであったが、収納率から考えて県に納付金が納められない、不足するということは想定されるのか。
　　会長　１割程度という見通しについてですね。
国保年金課長
　　　　国や県から適正な規模については示されてはいないが、市の収納率について申し上げると収納率は向上しており、納付金に大きな変動がなければ心配ないものであると想定しているが、高額な新薬の影響がでた場合はどのような対応ができるかということを考えると、来年度以降、納付金制度が始まって県の動向を見てからでないと整理できないと考えている。現行の考え方で納付金の１割程度として、平成３０年度から実際の運用を見ながら考えていきたい。　　　
　　菅井　巌委員（公益代表）
　　　　県内他の自治体との情報共有はしているのか。１割という事例はあるのか。
　　国保年金課長
　　　　１３市全てから情報を収集しているわけではないが、おおむね基金の水準は現行のままというところはないようであり、何らかのかたちで保有していくようです。
　　菅井　巌委員（公益代表）
　　　　収納率が上がっているので、基金についてはもう少し下げられるのではないかと考えている。再検討をお願いしたい。応能割応益割52：48について、現在がいくらで、どのように変えるのか。資産割をなくすると均等割、世帯割について、どのようになっていくのか　。

　　国保年金課長
　　　　標準は50：50で示されているが、現行市の割合は52：48となっており、同じ割合で税率改定（案）を示させていただいている。
会長
　　　　保険医保険薬剤師代表委員さん、高額な新薬について、情報があればお願いしたい。
　　　　無いようですね。国民健康保険税の改定の基本的な考え方について、お諮りする。
　　　　▼採決

原案承認

会長　
保険税の改定額、改定率について

　　菅井　巌委員（公益代表）
　　　　応能応益の割合について、教えていただきたい。
　　国保年金課長
　　　　今お示ししている案につきましては、医療分で応能割52.05応益割47.95、支援金分で医療分で応能割52.16応益割47.84、介護分で応能割53.05応益割46.95、内訳として、医療分で均等割32.64平等割15.31、支援金分で均等割31.10平等割68.90、介護分で均等割32.14平等割　　14.81となっています。　
　　菅井　巌委員（公益代表）
　　　　算定に至るまでの考え方について、人口減少を見込んで、保険料収入は減っていくが保険給付が増えていくということだが人口が減少すれば保険給付も減っていくものと考える。保険給付費、０．６パーセント増についての考え方について、全国的な状況なのかどうか。
　　国保年金課長　　　
　　　　これまでの経緯によると、人口減少によるものが年間１５００人の減、給付については療養給付費は３％高額療養費は１０％超程度伸びている。被保険者数の減少よりもなお、一人当たりの保険給付費が伸びておりますので、０．６パーセントの増と推計している。
会長　
人口減少以外の高齢化やその他要因はないか。慢性的な治療や新薬等についてはどうか。
　　国保年金課長
　　　　　医療の高度化で高額療養費の伸びが大きく、加味しなければならない。　　　
　　会長　
　　　　　高額療養費の件数は伸びているか。把握しておくように。
　　会長　　　
　　　　　この案、国民健康保険税の改定についてお諮りする。
　　　　▼採決　

原案承認
会長　
財政見通し、影響額について

　　菅井　巌委員（公益代表）
　　　　県が示した仮係数との相違について。
　　国保年金課長
　　　　県はあくまで単年度ベースでの試算、市としても単年度だけを考えるならば、県が示した係数で税率改正は可能ですが、県の係数に合わせてしまうと時をおかずに基金の取り崩しが必要になり、税率を引き上げることが必要になる。税率の乱高下は保険者として、被保険者の信頼を損ねてしまう懸念がありますので、被保険者の負担軽減には留意し、少なくとも数件間は税率を改正することなく財政運営をすることが保険者の責務と考えているものです
菅井　巌委員（公益代表）
　　　　単年度で考えられている。納付金は収納率にかけていくということで間に合わない場合には基金を取り崩していくとのことだが、収納率が９３％位あるが、そのような危険性があるのか。
国保年金課長　　　　　
　　　　仮係数で運営していくと、平成３１年度には基金を取り崩して財政運営しなければならない状況になると試算している。　　　
　　田中　宏委員（公益代表）　
　　　　７ページについて、構成状況について説明お願いする。　
　　本間専門員　　　
　　　　未申告世帯を除いた国保加入世帯状況の構成割合です。上からその所得階層における世帯数、その所得階層における世帯数の割合、累計となっている。　
　　会長
　　　　財政見通し、影響額について、お諮りする。　　　
▼採決

原案承認
（2）その他
菅井　巌委員（公益代表）
　　　　国保の納入状況や滞納状況について
国保年金課長
　　　　短期被保険者証は５４８件、資格証明書は１件となっている。
納税課長
現時点での正しい数字はもちあわせていないが、ほぼ前年並みになっています。
会長　
次回からは、ご準備願います。
　他になければ、これを持って、協議を終了します。
本日は、大きく３つについてご質問ご意見をいただきました。納付金については１月１０日に示される確定値により次回１月１５日にお示しして、ご質問ご意見をいただくことになります。
６．その他
　　国保年金課長
　　　　委員の皆様から頂いたご意見を基に、１月１０日に予定されている納付金確定値による再調整をいたしまして、税率改正につきましては、第４回協議会において決定していただきたいと考えております。よろしくお願いいたします。
その他なし
７．閉　　会

 議　　　　　長　　
会議録署名委員　　
会議録署名委員　　
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